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1. 背景・要旨 

臼杵市には、風情ある町並みや伝統ある食や歴史文化が今もなお息づいており、未来に継承すべき大切

な財産となっています。しかしながら、民間所有の歴史的建物については、維持保全継承者の不足や改修・維

持費の問題により、空き家や空き店舗、取り壊しが増加しています。このような問題を解決するための手段

になりうるとして、令和３年７月１日に「臼杵城泊研究会」を設立し、以降２年間にわたって「臼杵城泊」につい

て調査・研究を行いました。臼杵城泊研究会の取り組み、調査・研究の成果についてまとめ、以下のとおり報

告いたします。 

 

２． 臼杵城泊の設定 

事業の目的 ●臼杵の町並みや伝統ある食・歴史文化を未来に継承する 

●滞在交流人口を増やし、地域活性化につなげる 

●生業として成り立つ「観光まちづくり」 

コンセプト まちのコンセプト 

古き良き日本の心が残るふるさと 

～城下町に息づく先人の知恵と文化、人の温かさを感じるまち、臼杵～ 

 

旅のコンセプト 

臼杵が大切に育んできた自然や生活文化に、ありのまま触れて、学んで、豊かさを感じる 

 

臼杵の魅力 

食文化×精神文化×人 

ターゲット 歴史文化に感度が高く、歴史文化的な体験に価値を求める高単価旅行層。 

内 容 城下町に残る歴史的建物（文化財施設、古民家）を客室とし、城下町全体を一つのホテル

と見立てた分散型ホテルとして運営。 

臼杵ならではの食・歴史文化・自然を体験コンテンツとして紐づけ、特別なおもてなしに

よる非日常を提供。 

民間活力により、収益構造を取り入れた運営体制が理想。 
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期待する 

効 果 

高単価旅行層へのサービス提供により、地域内にさらなる観光消費が創出される。 

また、歴史的建造物の維持保全をビジネスとして収益化することで、経済・社会・文化的

に持続可能な運営を可能とする好循環をも生み出すことも、臼杵城泊に期待できる。 
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３．城泊研究会の取り組み経過 

 

年度 研究組織 内容 

Ｒ２ 臼杵のんき屋 観光庁補助事業「城泊・寺泊専門家派遣事業」実施 

 

※バリューマネジメント㈱の他力野氏が専門家として派遣される 

 

Ｒ３ 臼杵城泊研究会 

 

【構成団体】 

・臼杵のんき屋 

・臼杵市 

観光庁補助事業「城泊・寺泊による歴史的資源の活用事業」実施 

 

●先進事例市である愛媛県大洲市の視察研修 

8/23・8/26・10/21・10/28・10/31・11/4 実施、計 26 名参加 

●11/19 城泊推進セミナー・11/20 ワークショップ実施 

産業観光関連事業者および地元地区等 約１００人が参加 

●体験コンテンツ造成検討 

●12/7～12/9 物件の建物調査（10物件） 

関係機関（県土木事務所・保健所等）に法規制の許認可確認 

●ホームページ制作 

●事業計画作成 

建物調査の結果をもとに、改修費用の大まかな概算を算出。立地、

用途区域、動線、所有者、保全の優先度などにより、改修計画を作

成。 

 

※バリューマネジメント㈱に業務支援（伴走支援）委託。 

 

Ｒ４ 臼杵城泊研究会 

 

【構成団体】 

・臼杵のんき屋 

・臼杵市 

・大分銀行 

・（一社）臼杵市観光協会 

・伊予銀行（ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ） 

 

観光庁事業「歴史的資源を活用した観光まちづくり事業(高付加価値

化及び経済・ 社会波及効果拡大に向けたモデル創出)」実施 

 

●事業推進体制・資金の検討 

●稲葉家下屋敷の耐震診断・補強案作成 

●体験コンテンツの造成検討 

●建築士会対象古民家活用研修および先進地（愛媛県大洲市）視察 

建築士会臼杵支部を対象に、11/18・12/8 に実施 

●城下町エリア活用計画策定（コンセプト等の設定） 

●経済波及効果の算定 

九州産業大学に研究を委託 

●ＨＰの維持管理 

 

※バリューマネジメント㈱に業務支援（伴走支援）委託。 

 

Ｒ５ 臼杵城泊研究会 ●Ｒ３～４年で研究した内容を市に正式に報告 

●ＨＰの維持管理 
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４．先進事例市の研究 ～愛媛県大洲市の取り組み～ 

令和３～４年度にかけて、関係者とともに、先進事例市である愛媛県大洲市への視察研修を実施。 

市職員、観光産業関係者、金融機関、建築士会等、のべ３９人が研修に参加。 

大洲城への城泊を目玉にしているが、実際は、城下町の古民家を活用した分散型ホテルを展開すること

で、まち残し・町おこしに取り組んでいる。 

大洲の城泊・城下町泊については、大洲市および伊予銀行が中心となって（一社）キタマネジメントを

設立、さらに不動産を扱う目的会社㈱KITA を子会社として設立し、事業の運営行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ② 大洲市城泊のスキーム 
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５．組織体制について 

大洲市の他、伊賀市などの古民家泊を運営している他地域でのスキームを複数検討した結果、官と民が連携

して、同じ方向性で観光まちづくりを推進していくことができる以下のスキームが望ましいと判断。SPC 会

社が改修した施設を宿泊運営者に賃借。宿泊運営者はプロポーザルにて公募。 

 

まちづくり組織にアセット管理会社が紐づくパターン（大洲市はこのパターン） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設を賃貸して、アセット管理会社が改修し、サブリース（転貸）を行う。 
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６．組織の業務内容と経費について 

（１） 前述した、まちづくり組織にアセット管理会社が紐づく体制における業務一覧（想定） 

 

 

（２） 組織運営にかかる経費（想定・概算） 別紙資料１参照 

区分 項目 金額 備考 

支出 組織運営にかかる経費   

    人件費 29,794 千円 職員４名＋臨時職員１名 

  運営経費 22,888 千円 人件費除く、SPC 運営含む 

   

合計 52,682 千円  

収入 指定管理委託料  稲葉家下屋敷・旧真光寺等の観光施設 

改修古民家のサブリース収入  ホテル運営者へ古民家をサブリースして得

る収入の一部 

自主事業  商品企画・販売 

委託請負  空き家バンク等の業務請負 

補助金   

合計 52,682 千円  

※支出を賄うための収入を得るために、自主事業・委託請負に積極的に取り組む必要あり。 

※新規コンテンツ造成を行う場合、上記とは別に経費がかかる。 

※上記は、あくまで運営費の見込み。（SPC が行う改修事業にかかる経費は除く） 

大分類 中分類 小分類 想定人役 

臼杵城泊 

城泊に関する進捗管理 
城泊実施計画の進捗管理 

2.0 

SPC のファイナンス管理 

企画・PR・ 

コーディネート 

城泊に関する企画立案業務 

立案した企画の PR 業務 

関係団体との連携・コーディネート 

不動産事業 

（SPC 運営含む） 

古民家の発掘、売買、賃借 

古民家の設計・改修・保有・運用に関する業務 

古民家の維持管理に関する業務 

土地、建物の有効利用に関する企画、調査（店舗誘致等） 

指定管理 

（下屋敷・真光寺等） 

自主事業 施設を利用した自主事業の企画、実施（城泊含む） 

1.0 
施設管理 施設の軽微な修繕、消耗品等管理 

窓口職員管理 
職員の募集、採用 

職員のシフト管理 

組織マネジメント 

職員（従業員）管理 
職員給与（賃金・社保等）に関する業務 

1.0 

職員の福利厚生に関する各種業務 

組織運営業務 

組織の事業計画作成業務（理事会、総会含む） 

予算、決算（各四半期）作成業務 

契約に関する業務 

収入、支出に関する業務 
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７．建物改修について 

（１）対象物件と経費 別紙資料２参照 

立地、用途区域、動線、所有者、保全の優先度など、総合的に検討した結果、以下物件を選定。 

名称 所有 予定室数 概算改修費 備考 

１期開発 

稲葉家下屋敷 市 ２室＋ラウンジ 51 百万円 一般観覧継続 

旧真光寺 市 ２室＋ラウンジ 46 百万円 一般観覧要検討 

古民家① 民間 ダイニング＋オフィス１室＋３室 126 百万円  

  小計 ７客室 223 百万円  

２期開発 

古民家② 民間 １棟貸し 37 百万円 第二種専用住宅 

古民家③ 民間 ６室 128 百万円  

  小計 ７客室 165 百万円  

     

  計 １４客室 388 百万円  

上記改修を行う場合、以下をクリアする必要あり。 

① １室でも１０室でもかかる人件費等の必要経費に差がないため、採算性を考えた場合、１０室以上での

事業スタートが望ましい。 

② 宿泊稼働率３割で事業採算をとるには、民間施設の改修事業費の 1/2 程度を公的支援（補助金）でまか

なう必要あり 

③ 公的支援（補助金）については、大洲市と同様に、事業費の 1/2 程度の国交付金を確保したうえで、市

が民間施設の改修補助として支援できる制度作りが必要。その場合、坪あたり５０万円程度の補助制度

が必要となる見込み。別紙資料３参照 

 

（２）建物改修資金フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙資料 4 参照 
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（３）改修における法規制の許認可 

歴史的建造物を改修し、宿泊施設とするためには、都市計画法、建築基準法、消防法、文化財保護法、旅館

業法、住宅宿泊事業法等、多くの法規制を確認し、許認可を得る必要がある。 

法規制 課題 

都市計画法 用途地域の確認。用途地域によっては、旅館営業が不可。 

建築基準法 宿泊施設として、最低限の安全性を確保するための耐震が必要。ただし、歴史的建造

物の趣が失われないような改修を行う必要あり。物件が第二種専用住宅用地域にある

場合、建築基準法第４８条ただし書許可を得る必要あり。（建築審査会の同意等が必要） 

消防法 消防設備の設置が必要。歴史的建造物の趣が失われないような対策を講じる必要あり。 

文化財保護法 文化財の種類によって、改修の制限あり。稲葉家下屋敷は国登録有形文化財のため、

外観を維持することが必須。内部は申請さえすれば、改修可能。 

旅館業法 分散型ホテルの場合、フロント等の設置等で調整が必要。 

住宅宿泊事業法 第二種専用住宅用地域で建築基準法第４８条但し書き許可によらずに宿泊業を行いた

い場合は、民泊運営という手段あり。その場合、１８０日以内の営業制限あり。 

 

 

（４） 耐震診断 

令和４年度に稲葉家下屋敷について、耐震診断を実施。成果は以下のとおり。 
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８．城泊による経済効果 

令和４年度に、九州産業大学に研究を委託。 

【参考】２０２２年度観光消費額 ５０３,６６４,９２９円（推定） 

算出方法＝平均観光消費額８０３０．５円／人×石仏来場者数６２，７１９人 

 

（１） １期開発の７室・稼働率は１泊２食付・１泊朝食付あわせて３０％の設定で算定した場合 

 

客室数 営業日数 
平均 

利用人数 

客室 

稼働率 

料金 

１室あたり 

（２人部屋） 

うち、飲食費 

（観光動態調査より） 

１泊２食付 7 室 353 日 2.2 人 15％ 72,000 円 13,500 円 

１泊朝食付 7 室 353 日 2.2 人 15％ 50,000 円 2,500 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                       

 

 

 

 

 
  （単位：百万円） 

城泊の直接効果（新規需要額） ７８．２９ 

城泊による経済効果（新規需要額＋波及効果） １０５．１０ 
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（２） １～２期開発の１４室・稼働率は１泊２食付き・１泊朝食付あわせて４０％で算定した場合 

 

客室数 営業日数 
平均 

利用人数 

客室 

稼働率 

料金 

１室あたり 

（２人部屋） 

うち、飲食費 

（観光動態調査より） 

１泊２食付 １４室 353 日 2.2 人 20％ 72,000 円 13,500 円 

１泊朝食付 １４室 353 日 2.2 人 20％ 50,000 円 2,500 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※宿泊客の観光に伴う消費金額については、２０２２年度臼杵市観光動態調査の数値を用いて分析した。 

※（株）価値創造研究所の臼杵市の産業連関表を用いて、産業連関分析を行い、波及効果を算定。 

※ランチ、ディナー利用などの日帰り客についても、直接効果を算定。 

（ダイニングのパーティー利用は算定に含まず。） 

 （単位：百万円） 

城泊の直接効果（新規需要額） １６８．１４ 

城泊による経済効果（新規需要額＋波及効果） ２２６．３９ 
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９．今後について 

令和３～４年度においては、前述のとおり調査・研究を重ねてきたが、今後については、まず運営体制の構

築（＝会社の設立）、補助制度の創設が整わない限り、次の展開は難しい。 
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